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「福井新元気宣言」推進に関する政策合意  

 

 私は、知事の政策スタッフとして、「福井新元気宣言」に掲げられた「元気

な社会」、「元気な産業」、「元気な県土」、「元気な県政」の４つのビジョンを

実現するため、県民の理解と参加を得ながら、責任を持って職務を遂行し、

次に掲げる施策・事業について重点的に実施することを西川一誠知事と合意

します。  

 

 平成２２年４月  

                 福 井 県 知 事  西 川  一 誠  

 

                 農林水産部長  山 田  義 彦  

 

 

Ⅰ ２２年度の基本方針  

 

  ・ 農業の大きな転換期を迎える中、県民の暮らしを豊かにする農業を

目指し「ふくいの農業・農村再生計画」に基づいた福井コシヒカリ復

活プロジェクト、園芸・畜産の元気回復プロジェクトなど、ふくいの

農業を変える５つのプロジェクトを実行します。  

 

  ・ 選ばれる福井米の復活に向けて、福井米の品質と食味を向上させる

ため、コシヒカリの「さつき半ばの適期田植え」と施肥改善を進め、

全集落の食味検査を行います。また、全国に先んじた生産者のエコフ

ァーマー化などを県下全域で推進します。  

 

・ 優れた経営ノウハウや資本力を有し、地域農業への様々な効果が期

待される一般企業の農業参入を促進するため、多様な参入形態に対応

した支援を実施します。 

 

  ・ 「ふくいの魚・元気な販売戦略」に基づき、県民に安心・安全な品

質の高い水産物を提供するため、地魚の鮮度や品質の向上、販売力の

強化、水産加工品の開発を支援するなど、ふくいの水産業を支える６

つのプロジェクトを実行します。 
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・ 「ふくいの元気な森・元気な林業戦略」に基づき、集落全体で、効

率的な間伐や主伐を計画的に進め、生産される良質な天然乾燥材を必

要なときに供給できる体制を整備するとともに、多面的な機能を発揮

する森林を整備し、ふくいの元気な山と、緑や花のあふれる美しいふ

るさとをつくっていくなど、ふくいの森林・林業を元気にする７つの

プロジェクトを実行します。 
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Ⅱ ２２年度の施策 

 

〔重点営業戦略〕 

 

 ・ 都市と農山漁村の交流を推進するため、都市農村交流員を中心に県内

においては農家民宿の開業支援等受入体制の拡充を図るとともに、県外

に向けては都市圏への情報発信の強化を図るため、大学・旅行業者への

個別訪問等直接営業活動を行います。  

 

 ・ 平成２１年度に実施した全国初の地産地消率調査結果により、量販店

等での県内産農林水産物の取扱量が尐ない等の課題が明らかとなったこ

とから、農産物直売所や量販店等に対し働きかけ、消費者がいつでもど

こでも県内産農林水産物を求めることができる売場づくりを目指します。 

 

 ・ 都市圏の飲食店等に対し、関係団体等との「共動営業」を積極的に展

開し、「地産外消」を拡大します。また、農林漁業者と企業等による農商

工連携活動を通した商品開発や県産食材の輸出拡大を進めます。  

 

 ・ 「木を伐って、木を使う」という森林資源の循環利用を推進するため、

集落全体で効率的な間伐や主伐を計画的に進め、工務店等へ直接訪問し

県産材利用に係る営業活動を実施し、県産材の主な需要先である住宅分

野への需要拡大を図ります。  

   また、コミュニティ林業を行う集落と、集成材・合板などの大規模工

場との協定を県がサポートし、間伐材の安定出荷を推進します。  

 

 

〔「新元気宣言」実現のための戦略〕 

 

 ・ 農林業の鳥獣被害を軽減するため、これまでの防除・駆除対策に加え、

市町と連携して、被害が発生している集落毎に現地指導を行うとともに、

集落リーダーを育成し、集落ぐるみの対策を推進します。 

 

 



 4 

 

〔２２年度の個別施策〕 

 

１ 力強いプライドの農林水産業 

 

   ◇ ソフト重視の企業的農業の推進 

 

   ・福井米の評価向上 

 福井米の品質と食味を向上させるため、コシヒカリの「さつき半

ばの適期田植え」の本格的実施と施肥改善を進めます。  

    また、県内全集落でコシヒカリの食味検査を行い改善計画を作成

します。  

直播栽培については、集落営農組織への重点的な推進により普及

拡大を進めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロ農業者の育成 

規模拡大や組織の法人化・広域化に必要な機械・施設の導入を支

援し、認定農業者や集落営農組織等への農地集積を推進します。  

また、認定農業者や集落営農組織等に対し、経営診断等を通じた

販路や商品開発等に関する指導・支援を行い、園芸栽培や加工、直

販など、新たな分野の展開を推進します。  

 

 

 

 

 

 

認定農業者等への農地集積率                  ６０％以上  

（平成２１年度末 ５５．０２％）  

新たに園芸や加工等を始める認定農業者・集落営農組織       １６１者  

（平成２１年度末  １４６者）               （１５者の増）  

     

                              （４ .８％の増） 

「さつき半ばの適期田植え」の本格的実施  直播栽培を含めコシヒカリ栽培面  

                     積の６割以上  

コシヒカリの食味検査実施集落           全集落（１，６７７集落） 

水稲直播面積（平成２１年度 ３，２３６ｈａ）       ３，５００ｈａ  
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   ・園芸生産の拡大 

ウメ、スイセンなどの園芸戦略品目については、販売の強化、作

業の機械化・分業化を行い、生産を増大するとともに、冬期の園芸

生産を拡大します。 

また、価格を維持し経営を安定させるため、食品製造や外食産業

など食産業との契約取引による栽培産地を育成します。 

さらに、家族経営から企業的な経営への転換を目指すため、雇用

を導入して規模拡大を図る園芸農家を育成します。 

特に、本県を代表する伝統野菜サトイモについては、集落営農組

織への生産拡大、冷凍加工の製造増加により、周年的に出荷する体

制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

園芸産出額（平成２１年度 １１６億円）            １２０億円 

契約栽培産地の育成数                       ５産地 

（平成２１年度末 ４産地）                 （１産地の増） 

                    チャレンジ目標６産地（２産地の増）  

雇用型園芸農家の育成数                      ３７戸 

（平成２１年度末 ３０戸）                  （７戸の増） 

園芸部門を拡大して経営発展する集落組織の育成数          ５組織 

ウメ二次加工品の製造量（平成２１年度 ３２６ｔ）        ３４０ｔ 

スイセンの新規産地による出荷本数（平成２１年度 １５万本）   １７万本 

サトイモの大規模な生産を行う集落営農組織の育成数         ３組織 

冷凍サトイモの製造量（平成２１年度 ７６ｔ）           ８６ｔ 
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   ・企業的農業による園芸産地の活性化 

     坂井北部丘陵地など県内園芸産地の活性化と農地の有効利用を図

るため、大規模な生産を目指す農業生産法人、加工や販売を行う食

品関連企業や新分野進出を図る企業など農業参入を進める一般企業

の誘致・育成を積極的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県産飼料の生産拡大等による畜産経営の支援 

 生産経営規模拡大に意欲のある畜産農家に対して、生産施設等の

整備を支援し、農家の所得向上を目指します。 

また、安全で安価な県産粗飼料である稲発酵粗飼料や飼料用米の

利用拡大を推進する他、新たに河川敷放牧による河川敷の雑草等未

利用資源の活用を推進します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

   ・農業用水の安定供給と効率的な水利用の推進 

農業用水の安定供給を図るため、国営かんがい排水事業「九頭竜

川下流地区」の平成２３年春の一部通水開始および平成２７年度の

全線通水を、国に強く働きかけます。 

併せて、効率的かつ適切な水利用を実現することにより、企業的

農業を支援します。 

坂井北部丘陵地等における企業的農業法人の誘致・育成数      １０法人  

（平成２１年度末 ８法人）                 （２法人の増） 

チャレンジ目標１１法人（３法人の増）  

坂井北部丘陵地において遊休農地を解消            ４１．５ｈａ  

（平成２１年度末 ３８．５ｈａ解消）         （新たに３ｈａ解消） 

坂井北部丘陵地においてナシの協働組織を育成            ６組織  

（平成２１年度末 ４組織）                 （２組織の増） 

飼養頭羽数または畜産物生産量を１．２倍以上に拡大する農家     １５戸  

（平成２１年度末 １３戸）                  （２戸の増） 

稲発酵粗飼料栽培面積（平成２１年度６５ｈａ）          ７０ｈａ  

飼料用米を利用する農家数                     ２０戸  

（平成２１年度末 １５戸）                  （５戸の増） 

河川敷放牧の実施箇所                       ４箇所  
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   ◇ 若者から高齢者まで「みんなが後継者」の地域農業 

 

   ・新規就農者の確保・育成 

     将来の地域農業を支える人材を広く確保し育成するため、Ｕター

ン者や県外出身者に対する就農相談会を開催し、就農に必要な情報

を継続して発信します。 

     また、里親農家がトレーニングファーム等を活用して生産技術や

経営管理を指導するとともに、市町・ＪＡ等を交えた就農検討会の

開催等により、地域での受入支援体制を強化しながら、就農をサポ

ートします。 

 

 

 

 

 

 

   ・中山間地域等における営農の支援 

     県・市町・ＪＡ等で構成する「地域農業サポートセンター」が中

心となって、農作業を応援するアグリサポーター（農家、非農家、

ボランティア等）を増やし、支援を行う集落数の拡大を進めます。 

     また、農機具のレンタル等により定年退職者やＵターン者等が行 

う小規模な農業を支援するとともに、地域住民が参加できる農業体 

験活動を推進します。 

 

 

 

 

   ・みんなで守る農業・農村 

     農業の基盤となる農地や農業用水等の地域資源を、地域住民が一

体となって保全・管理するため、効果の高い共動活動を支援してい

きます。 

また、農村環境の向上を図るため、植栽等の景観形成活動を積極

的に推進します。 

 

 

 

県の支援による新規就農者数（平成２１年度末 １２２人）     １６２人  

                              （４０人の増）  

トレーニングファームの設置数                   ２箇所  

（平成２１年度末 １箇所）                 （１箇所の増）  

農村環境向上活動を複数実施する組織数           新規 ７０組織  

植栽等の景観形成活動が行なわれる面積           ３０，０００㎡  

（平成２１年度末 １８，０００㎡）         （１２，０００㎡の増） 

地域農業サポート体制に基づいて農業を行う集落数        ６６０集落  

（平成２１年度 ５７３集落）               （８７集落の増） 
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   ◇ フードビジネスの推進 

 

   ・県産食材の販売促進 

     県産食材の販路拡大を図るため、都市圏の飲食店等に対し、県内

の市町、流通業者、生産者グループ等と連携し、積極的な「共動営

業」 (アタック１００）を展開します。  

     また、高いブランド力と販売力を持つ大手企業との連携をより一

層拡大・強化するとともに、都市圏で活躍する料理人やふくいの食

アンバサダーなどの協力を得ながら、県産食材のＰＲ活動や、販路

拡大を進めます。  

 

 

 

 

 

   ・県産食材を活用した新商品の開発 

     農林漁業者と加工業者・コンビニエンスストア・飲食店等との商

談会を適宜開催し、農商工連携による新商品の開発を促進します。

さらに、マネジメント、技術、デザイン等の専門家の派遣やマーケ

ティングリサーチ等を通じて商品化を強力に支援します。  

 

 

 

 

 

 

 

   ・県産食材の輸出促進 

     香港、台湾およびシンガポールにおける県産食材の販売量と品目

の拡大、さらに上海における新たな販路開拓を進めるため、福井県

農協中央会、福井県経済連、ジェトロ福井等の関係団体との「共動

営業」を展開します。  

 

 

 

飲食業者への売り込みによる契約成立件数              ５５件  

（平成２１年度末 ４４件）                 （１１件の増）  

                    チャレンジ目標５８件（１４件の増） 

県産食材を活用した新商品の販売額  

（平成１９～２２年度に開発した商品の販売額）       ５，５００万円  

（平成２１年度 ５，０１５万円）     チャレンジ目標 ６，６００万円  

加工業者との連携による新商品の開発               １０品目  

（平成２１年度 １２品目）           チャレンジ目標 １２品目 

香港、台湾およびシンガポールへの農産物の輸出額  

（平成２１年度 ５２３万円）                 ５５０万円  

                     チャレンジ目標 １，０００万円 
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   ・農山漁村における交流ビジネスの推進 

     子どもが農山漁村で宿泊・体験交流を行う教育旅行の県内への受

入れを拡大するため、農家民宿の新たな開業を支援（これまでに１

０６軒開業）するとともに、福井・奥越地域では受入れ組織づくり

を推進します。 

     また、都市農村交流員を中心に、都市圏への情報発信の強化を図

るため、大学・旅行業者への個別訪問等直接営業活動を行います。 

 

 

 

 

 

   ◇ 食育・地産地消の推進と食の安全【部局連携】 

 

   ・食育の推進 

     食育先進県として、ふくいの食育・地産地消推進県民会議による

啓発活動や食育ボランティアの活動等を通じて、子どもから高齢者

までの幅広い年代層で「食」への関心を高めます。 

 

 

 

 

食育に関心のある人の割合（平成２１年度 ８９．５％）         ９０％  

食育ボランティアの活動回数（平成２１年度 １，４７７回）    １，５００回  

エコ・グリーンツーリズム交流人口                ２２万人  

（平成２１年度 ２１．１万人）  
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   ・地産地消の推進 

     農産物直売所等が中山間地等の集落から農産物を集めて回る「ふ

るさと畑」集荷システムを県内全域に拡大するとともに、「ふるさと

知事ネットワーク」を活かし他県とも連携することで、県内直売所

の魅力をさらに高めます。  

     また、量販店等における地場産コーナーの設置数を増やし、地場

産品を購入しやすい売り場づくりを進めます。  

     さらに、学校給食への食材供給の拠点であり、子どもたちと農家

とのふれあいの場となる「学校給食畑」の設置数を増加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・エコ農産物の生産拡大 

｢ふくいのエコ農業推進計画｣に基づき、農薬を使用しない栽培技術

の開発や農業者のグループ化による供給の安定、消費者と生産者の交

流活動による相互理解の醸成を図り、エコ農産物の生産を拡大します。 

    特に、県下全域で福井米生産者のエコファーマー認定を働きかけ、

環境に優しい福井米としてのイメージアップを進めます。  

 

 

 

エコ農産物の認定面積                  １１，０００ｈａ  

（平成２１年度末３，４９６ｈａ）          （７，５０４ｈａの増）  

          チャレンジ目標 １３，０００ｈａ（９，５０４ｈａの増） 

 

 

３，０００万円以上の独立農産物直売所販売額             ２６億円  

（平成２１年度 ２４．２億円）           チャレンジ目標 ２７億円 

「ふるさと畑」等集荷システムの整備                 ２５事例  

（平成２１年度 １８事例）                   （７事例の増） 

「ふるさと畑」等による販売額                 ５，０００万円  

（平成２１年度 ４，２７４万円）  

量販店等における地場産コーナー数                  ７５店舗  

（平成２１年度末 ６０店舗）                 （１５店舗の増） 

学校給食畑の設置                           ４２校  

（平成２１年度 ２１校）                    （２１校の増） 
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   ◇ 元気な森づくり 

 

   ・県産材の生産および利用拡大 

     山から木を出すため、集落を単位とした効率的・計画的な木材生

産を行なうコミュニティ林業を推進し、県産材の生産量を増大させ

ます。 

     県産材利用率を高めるため、主伐材については、森林所有者と工

務店、製材所などが連携し地域の木材を使った住宅を提供する地産

地消の家づくりを推進するとともに、間伐材については、山からの

搬出・運搬に対し支援を行い、集成材、合板、チップ工場への間伐

材出荷量を拡大します。また、木質バイオマスの需要開拓などにつ

いて検討するため、他産業の企業も参画した研究会を設置します。 

     さらに、特用林産の振興のため、シイタケは飲食業等とのマッチ

ング商談会を行い、売り込みを強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コミュニティ（集落）林業 実施集落数             １０集落  

 山ぎわを中心とした間伐実施面積  

 （平成２１年度 ５，２１２ｈａ）            ５，２００ｈａ  

住宅１棟あたりの県産材使用率                  ３０％  

 （平成２１年度 ２７％）  

 県産材を活用した住宅リフォーム件数              ２５０件  

 （平成２１年度 ２５７件）  

 集成材、合板、チップ工場への出荷量           ２４，０００m3 

 （平成２１年度 ２３，８２９m3）    チャレンジ目標 ２５，０００m3  

 シイタケ生産量                        ３３０ｔ  

 （平成２１年度 ３２０ｔ）  
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   ・環境林整備と緑や花のあふれる県民運動の推進 

     県・市町の公的整備や企業の森づくり活動による広葉樹の植栽な

ど、奥山の針広混交林化を進めます。 

また、県民による森林や木、花に関わる活動が、将来まで続くよ

う「緑と花の県民運動」を積極的に推進します。 

     さらに、総合グリーンセンターやプラントピア等との共動により

ガーデニングサポートを強化します。 

 

 

 

 

 

 

   ・旧林業公社の今後の方向性の検討 

     社団法人ふくい農林水産支援センター（旧林業公社）の今後の方

向性について、法律、経営の専門家も含めた外部委員による検討委

員会を設置し、検討を行います。  

 

針広混交林化                           ５ｈａ  

県民運動への参加者数                      ２２万人  

（平成２１年度末 １７．９万人）            （４．１万人の増）  
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   ・鳥獣害のない里づくりの推進 

     獣が里地に近寄りにくい環境づくりと併せて、被害の実態に応じ

た集落ぐるみの防除対策を推進し、被害が減尐したことを実感でき

る里づくりを目指します。 

     また、イノシシの管理計画の策定、シカの効率的な捕獲方法の開

発・実証等により有害捕獲を促進するとともに、プロジェクトチー

ムを編成し、捕獲したイノシシ・シカの獣肉について、食材として

の安全性を確保するためのガイドライン作成や、獣肉を食べること

を普及します。さらに、獣肉を地域資源として有効活用するため、

嶺南地域で平成２３年度を目途に運用開始が計画されている処理加

工施設の整備に向けた支援を行います。 

     なお、これら対策の実効性を上げるため、日本まんなか共和国の

４県による共同研究会を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

イノシシ・シカの有害捕獲頭数                ７，２００頭  

（平成２１年度 ６，０００頭）  

「山ぎわ」対策により鳥獣被害を防止する集落数         ４００集落  

（平成２１年度 ３２４集落）  

鳥獣害による農作物被害面積                  ３９０ｈａ  

（平成２１年度 ４４６ｈａ）               （５６ｈａの減） 

獣肉の試食会開催回数                        ６回  
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   ◇ がんばる海業 

 

   ・地魚の販売力強化 

     漁業者等が計画的に行う活（かつ）じめ等の鮮度向上や活魚出荷、

規格に合わせた選別の実施などの漁獲物の商品力アップを支援し、

漁業生産額の増加につながる販売力の強化を図ります。 

     また、「越前・若狭のさかな販売協議会」ロゴマークの愛称募集や

初漁暦作成、魚や漁を題材にした俳句選等、地魚を積極的にアピー

ルし、県産水産物への関心と評価を向上させ、消費者の購入意識を

高めます。 

 

 

 

 

 

   ・地魚の消費拡大 

     ＪＡ直売所等での新鮮な地元水産物の直接販売を支援するととも

に、ＪＲ福井駅周辺での「おさかな直販市」の開催などにより、地

魚の消費拡大と地産地消を推進します。 

     県下一円の小中学校において、学校給食への地魚の提供を支援す

るほか、漁協女性部等による地魚の食べ方講座等を行い、食育や魚

食普及を図ります。 

 

 

 

地魚の鮮度向上等による商品力アップに取組むグループ数    １３グループ 

                      チャレンジ目標 ２０グループ 

漁業者等が地魚を直接販売する箇所数                ５か所 

学校給食に地元水産物を提供する小中学校数        全学校（２９６校） 
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   ・水産加工品の開発と販売促進 

     県外でのＰＲ活動や飲食店での自慢料理の提供等を通じ、本県の

代表的な水産加工品である「へしこ」や「若狭のサバ」の消費や販

路を拡大します。 

     また、水産加工業者が優れた加工技術を活かして行う、新たな水

産加工品の開発支援と、ガイドブック等による全国に向けたＰＲや

県産食材の使用等による商品力強化を支援し、販売を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・漁業と観光のトータル化 

     本県の恵まれた海辺の資源や漁家民宿を活用する海釣りや定置網

体験、地魚料理など、地域の特色を活かした誘客活動を支援し、漁

村地域への観光客の増加を推進します。 

 

 

 

 

 

 

へしこの生産数（平成２１年度 ６８万本）             ７４万本 

新たな水産加工品の販売額 

（平成１９～２２年度に開発した水産加工品の販売額）     ２，０００万円 

（平成１９～２１年度に開発した商品の販売額 １，７４０万円） 

                      チャレンジ目標 ２，２００万円 

新たな水産加工品開発数（平成２１年度 １１品目）         １１品目 

サバ料理を提供する飲食店数（平成２１年度末 ５４店舗）      ６９店舗 

                              （１５店舗の増） 

誘客活動を行う漁家民宿グループへの宿泊客          １１．８ 万人 

（平成２１年度 １１．２万人）       チャレンジ目標 １３．０ 万人  

誘客活動を行う漁家民宿グループの売上げ金額         １０．０ 億円 

（平成２１年度 ９．５億円） 
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   ・漁業経営の強化 

     省エネエンジンや高鮮度保持機器の導入を支援し、操業コストの

低減、魚価の向上を図り、儲かる漁業による漁業経営の強化を推進

します。 

     「越前がに」の保護育成場の造成や漁業者が行う漁業管理を支援

し、漁業経営の基盤となる水産資源の増加を図ります。 

     起業など漁業経営の強化を図る漁業者を支援し、浜のリーダーと

なる漁業者を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「理想県」福井を全国に 

 

   ◇ 「ふくい帰住」政策【部局連携】 

 

   ・農山漁村における滞在型交流の推進 

     都市住民が、定住へのステップとして農山漁村に滞在し、地域の

暮らしや文化を体験する滞在型交流「ふるさとワークステイ」を推

進するため、これまで支援してきた農家民宿１０６軒を核として、

新たな受入農家等を拡大するとともに、都市農村交流員を中心とし

て、受入団体の育成や都市圏へ向けた情報発信を強化して、参加者

数を増やします。 

 

 

 

 

「越前がに」（せいこがに）の資源量（推定）            ７８０ｔ  

（平成２１年度 せいこがにの資源量（推定） ７５２ｔ）  

浜のリーダーとなる漁業士育成数                  １０３人  

（平成２１年度末 漁業士数９８人）               （５人の増） 

 ふるさとワークステイ参加者数（平成２１年度 ３７４人）   ４００人  

                      チャレンジ目標  ４５０人 
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○ ４年間の目標数値 

４年間（平成１９～２２年度）の施策を通じて次の目標の実現を目指します。 

指標名 １８年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 
２２年度末 

までの目標 

学校給食地場産食

材利用率 （重量ベ

ース） 

－ ３５．４％ ３７％ 
３５％ 

⇒３７％ 

食育に関心のある

人の割合 
  ７７％ ８９．５％ ９０％ ９０％ 

認定農業者等への

農地集積率（※） 
４０％ ５５．０２％ ６０％以上 ６０％ 

園芸産出額 １００億円／年 １１６億円／年 １２０億円／年 １２０億円／年 

地 域農業サポート

体制に基づいて農

業を行う集落数 

－ ５７３集落 ６６０集落 ６６０集落 

県 の支援による新

規就農者数 
(３２人／年) 

３年間で１２２人 

（２１年度４０人） 

４年間で１６２人 

（２２年度４０人) 

４年間で１６０人 

⇒４年間で１６２人 

農産物直売所販売

額 
１１．２億円／年 １７．３億円／年 １８億円／年 

１６億円／年 

⇒１８億円／年 

エコ農産物認定面

積 
－ 

３年間で３，４９６ｈａ 
（２１年度１，１３６ｈａ） 

４年間で１１，０００ｈａ 

（２２年度７，５０４ｈａ） 

４年間で 

１１，０００ｈａ 

エコ・グリーンツーリ

ズムによる交流人口 
１８万人／年 ２１．１万人／年 ２２万人／年 ２２万人／年 

県の支援による都

市圏への新たな取

引件数 

－ 
３年間で４４件 

（２１年度１１件） 

４年間で５５件 

（２２年度１１件） 
４年間で５５件 

県産食材を活用し

た新商品開発によ

る販売額 

１１百万円／年 ５０．１百万円／年 ５５百万円／年 ５５百万円／年 

全国植樹祭および

県民運動等への県

民の総参加 

（２．８万人／年） 

３年間で 

１７．９万人 

（２１年度７．４万人） 

４年間で 

２２万人 

（２２年度４．１万人） 

４年間で 

１６万人参加 

⇒２２万人参加 

県産材利用率  
５５．６％ 

（平成１７年） 
７４％ ７５％ 

６５％ 

⇒７５％ 

「山ぎわ」対策により

鳥獣被害を防止す

る集落数 

－ ３２４集落 ４００集落 ４００集落 
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指標名 １８年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 
２２年度末 

までの目標 

鳥獣害による農作

物被害面積 
４５６ｈａ ４４６ｈａ ３９０ｈａ ３９０ｈａ 

漁家民宿への宿泊

客数 
３３万人／年 ３６．２万人／年 ３７万人／年 ３７万人／年 

 （※）は、「新元気宣言」に記載のある数値目標  

 

 


